
１．目的（趣旨）

市内小中学校の適正規模・適正配置について協議・検討するにあたり、都留市小中学校適正
規模等審議会を設置する。

都留市小中学校適正規模等審議会設置条例の制定について

２．概要

H30年度児童生徒数は2,187人でH元年度比1,788人の減、10年後には
さらに約600人が減る推計結果について、現在の3中学校、8小学校の適正
な規模と配置等について、適正化準備会において把握に努めた現状や市民
の考えなども踏まえ、教育委員会の諮問に、調査し、協議・検討をおこな
い、答申する機関を設置する。

1. 市内小中学校の学校規模の適正規模の適正化及び適正配置について調
査協議し、審議検討する「都留市小中学校適正規模等審議会」を教育
委員会に設置する。

2. 審議会の任務は、教育委員会の諮問に応じ、学校規模の適正化及び適
正配置に関する重要な事項について調査、審議し、意見の答申を行
う。

3. 委員は、20人以内
4. 任期は2年で、職（PTA会長等）により委嘱された委員の任期は当該

職に在職する期間を原則とする。
5. 報酬、費用弁償は、都留市非常勤職員の報酬及び費用弁償並びに支給

方法条例中の「各種委員、協議会の委員」の規定により支給する。
6. 審議会の庶務は、教育委員会学校教育課が処理する。

３．議論の論点・留意点

１．市全体の適正な規模と配置を協議検討する
中で、特に小規模校(該当2校)の存置/統廃合に
ついて協議・検討し、答申する。

２．条例に基づく報酬を支払う。

４．施行期日（予定日）
施行期日：平成31年4月1日

５．備考

■予算措置状況：報酬予算計上
■県内他市町村の状況：準備会等の現状把握及び準
備的組織を設置せずに審議会を設け適正化の検討を
実施している。
■その他：H31年度中の答申を目指す。

所管課（かい）名
学校教育課

説明者
学校教育課長

※例規全文を添付すること。 -1-
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議第 3 号 

都留市小中学校適正規模等審議会条例制定の件

都留市小中学校適正規模等審議会条例を次のように定めるものとする。

都留市小中学校適正規模等審議会条例

 (設置) 

第 1 条 都留市立小学校及び中学校(以下「小中学校」という。)の学校規模の適正化

及び適正配置について調査審議するため、都留市教育委員会(以下「教育委員会」

という。)に地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 138 条の 4 第 3 項の規定に基づ

き、都留市小中学校適正規模等審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

(任務) 

第 2 条 審議会は、教育委員会の諮問に応じて学校規模の適正化及び適正配置に関

する重要な事項について調査及び審議をし、意見の答申を行う。

(組織) 

第 3 条 審議会は、委員 20 人以内で組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験を有する者

(2) 地域組織を代表する者

(3) 未就学児又は小中学校の児童若しくは生徒の保護者を代表する者

(4) 小中学校の教職員を代表する者

(5) その他教育委員会が必要と認める者

3 委員は、非常勤とする。 

(委員の任期) 

第 4 条 委員の任期は、2 年とする。ただし、再任を妨げない。 

2 委員に欠員を生じたときは、補欠の委員を委嘱し、又は任命することができる。 

3 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(会長及び副会長) 

第 5 条 審議会に会長及び副会長を置く。 
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2 会長は、委員の互選により定める。

3 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

4 副会長は、会長が会議に諮り、委員のうちから選任する。

5 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。

(会議) 

第 6 条 審議会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

3 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決すると

ころによる。

4 審議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見を聞くこ

とができる。

(報酬及び費用弁償) 

第 7 条 委員の報酬及び費用弁償については、都留市非常勤職員の報酬及び費用弁

償額並びに支給方法条例(昭和 32 年都留市条例第 18 号)中「各種委員・協議会の委

員」の規定を準用する。

(庶務) 

第 8 条 審議会の庶務は、教育委員会学校教育課において処理する。 

(委任) 

第 9 条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、別に

定める。

附 則

この条例は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

提案理由

 市内小中学校の規模の適正化及び適正配置について調査審議する都留市小中学校適

正規模等審議会を設置するため、この条例を制定する必要がある。
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